
日医発第 493号（介護） 

令和７年６月 25日 

都道府県医師会 

介護保険担当理事 殿 

 

公益社団法人日本医師会      

常任理事 江澤 和彦 

（公印省略） 

 

令和７年８月からの室料相当額控除の適用について 

 

令和６年度介護報酬改定における議論に基づき、令和７年８月１日より、介護老人保健施

設及び介護医療院に入所している一部の方に、室料相当額控除（▲26単位/日）が適用され

ることに伴い、厚生労働省から本会宛てに周知依頼がありました。 

対象者は、以下の①及び②のいずれにも該当する者とされています。 

①以下のいずれかに該当する施設に入所している者であること。 

・「その他型」及び「療養型」（※）の介護老人保健施設の多床室 

※算定日が属する計画期間の前の計画期間の最終年度（令和７年８月から令和９年７

月までは令和６年度の実績）において、「その他型」又は「療養型」として算定した

月が７か月以上であること。 

・「Ⅱ型」の介護医療院の多床室 

②入所している療養室における一人当たりの床面積が８㎡以上である者であること。 

 

また、室料相当額控除が適用される方については、特定入所者介護（予防）サービス費（補

足給付）における居住費の基準費用額が引き上がります。このことにより、利用者負担第１

～３段階の方については、補足給付によって利用者負担が増加しません。 

室料相当額控除や居住費の基準費用額の引上げについて、介護サービス事業者及び利用者

の方々に御理解いただくことを目的とした参考資料（別添）を作成されたとのことです。 



対象となる施設は、介護給付費算定に係る体制等状況一覧表又は介護予防・日常生活支援

総合事業費算定に係る体制等状況一覧表等の必要書類一式の提出が必要となるため、各自治

体の定める提出期限までにご対応の程よろしくお願いいたします。 

つきましては、貴会におかれましても本件についてご了知の上、郡市区医師会および会員

への周知方につきご高配を賜りますようお願い申し上げます。 

 

記 

（添付資料） 

〇令和７年８月からの室料相当額控除の適用について（令 7.6.20 事務連絡 厚生労働省老

健局老人保健課、介護保険計画課） 

以上 



事 務 連 絡 

令和７年６月 20日 

 

 

公益社団法人 日本医師会 御中 

 

厚生労働省老健局老人保健課 

 

 

令和７年８月からの室料相当額控除の適用について 

 

 

介護保険制度の運営につきましては、平素より御尽力をいただき、厚く御礼申

し上げます。 

令和６年度介護報酬改定における議論に基づき、令和７年８月１日より、指定

居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準等の一部を改正する告示

（令和６年厚生労働省告示第 86号）の一部が施行され、介護老人保健施設及び

介護医療院に入所している一部の方に、室料相当額控除が適用されることにな

ります。また、室料相当額控除が適用される方については、特定入所者介護（予

防）サービス費（補足給付）における居住費の基準費用額が引き上がります。 

室料相当額控除や居住費の基準費用額の引上げについて、介護サービス事業

者及び利用者の方々に御理解いただくことを目的とした参考資料を作成し、別

添のとおり都道府県・市町村に対して事務連絡を発出したところです。 

貴会におかれましても、別添の内容について御了知いただくとともに、様々な

機会を活用して積極的に周知いただきますよう御協力をお願いいたします。 

 



事 務 連 絡 

令和７年６月 20日 

 

各       介護保険担当主管部（局）  御中 

 

 

厚生労働省老健局老 人 保 健 課 

介護保険計画課 

 

 

令和７年８月からの室料相当額控除の適用について 

 

 

介護保険制度の運営につきましては、平素より御尽力をいただき、厚く御礼申

し上げます。 

令和６年度介護報酬改定における議論に基づき、令和７年８月１日より、指定

居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準等の一部を改正する告示

（令和６年厚生労働省告示第 86号）の一部が施行され、介護老人保健施設及び

介護医療院に入所している一部の方に、室料相当額控除が適用されることにな

ります。また、室料相当額控除が適用される方については、特定入所者介護（予

防）サービス費（補足給付）における居住費の基準費用額が引き上がります。 

対象となる施設は、介護給付費算定に係る体制等状況一覧表又は介護予防・日

常生活支援総合事業費算定に係る体制等状況一覧表等の必要書類一式の提出が

必要となりますので、各自治体におかれましては、内容を御了知の上、管内の介

護サービス事業者が、各自治体の定める提出期限までに遺漏なく対応できるよ

うにご協力いただきますようお願いします。 

なお、室料相当額控除や居住費の基準費用額の引上げについて、介護サービス

事業者及び利用者の方々に御理解いただくことを目的とした参考資料を添付し

ますので、各自治体におかれましては、これらも活用しつつ、管内の介護サービ

ス事業者へ積極的に周知いただくようお願いします。 

 

都道府県 

市 町 村 



別 添




概要

○ 令和７年８月より、「その他型」及び「療養型」の介護老人保健施設並びに「Ⅱ型」の介護医療院について、
新たに室料負担（月額８千円相当）を導入する。

算定要件等
○対象サービス

（介護予防）短期入所療養介護、介護老人保健施設、介護医療院

○対象者

以下の①及び②のいずれにも該当する者であること。

① 以下のいずれかに該当する施設に入所している者であること。

・「その他型」及び「療養型」（※）の介護老人保健施設の多床室
※ 算定日が属する計画期間の前の計画期間の最終年度（令和７年８月から令和９年７月までは令和６年度の実績）において、
「その他型」又は「療養型」として算定した月が７か月以上であること。

・「Ⅱ型」の介護医療院の多床室

② 入所している療養室における一人当たりの床面積が８㎡以上である者であること。

○単位数

対象者について、室料相当額控除として▲26単位/日
（該当する施設の多床室の利用者における基準費用額（居住費）について＋260円/日）

※ ただし、基準費用額（居住費）を増額することで、利用者負担第１～３段階の者については、補足給付により利用者負担を増加させない。
※ 外泊時には室料相当額控除は適用しない。

室料相当額控除（令和７年８月～）

基準費用額

（日額（月額））

負担限度額 （日額（月額））

第１段階 第２段階 第３段階① 第３段階②

老健・医療院
（室料を徴収する場合）

697円 （2.1万円）  0円 （0万円） 430円 （1.3万円） 430円 （1.3万円） 430円 （1.3万円）

老健・医療院等
（室料を徴収しない場合）

437円 （1.3万円）  0円 （0万円） 430円 （1.3万円） 430円 （1.3万円） 430円 （1.3万円）

特養等 915円 （2.8万円）  0円 （0万円） 430円 （1.3万円） 430円 （1.3万円） 430円 （1.3万円）

（参考）多床室の利用者の居住費に係る基準費用額及び負担限度額（令和７年８月～）



介護老人保健施設、介護医療院を利用する一部の方（注）の居住費（基準費用額）が、

令和７年８月から、 ２60円（日額）引き上がります。

※ 従来から低所得の方への補助（補足給付）の対象となっている方の負担限度額は変わりません。

！

介護保険施設等に入所する一部の方の居住費が

令和７年８月１日から変わります

（参考）補足給付の対象となる方（令和７年８月～）

※ 社会福祉法人等による利用者負担軽減制度事業も対象となる場合があります。（事業を実施していない社会福祉法人等もあります。）

第１段階

第2段階

第3段階 ①

第3段階 ②

要件なし

世帯全員が

市町村民税

非課税

1,000万円 （2,000万円）以下

生活保護受給者

世帯全員が市町村民税非課税である老齢福祉年金受給者

年金収入金額（※）＋合計所得金額80.9万円以下

年金収入金額（※）＋合計所得金額が80.9万円超～120万円以下

年金収入金額（※）＋合計所得金額が120万円超

650万円 （1,650万円）以下

550万円 （1,550万円） 以下

500万円 （1,500万円） 以下

補足給付の主な対象者利用者負担段階 預貯金額（夫婦の場合）
※非課税年金も含む

ユニット型個室的多床室

ユニット型個室

従
来
型
個
室

特養等

老健・医療院等

多
床
室

特養等

老健・医療院等

老健・医療院（注）

負担限度額 （ 負 担 い た だ く 日 額 ）

第１段階

0円

380円

550円

550円

880円

0円

0円

第２段階

430円

480円

550円

550円

880円

430円

430円

第３段階
①・②

430円

880円

1,370円

1,370円

1,370円

430円

430円

基準費用額

697円

437円

1,231円

1,728円

1,728円

2,066円

915円

（注）「その他型」もしくは「療養型」の介護老人保健施設（※）又は「Ⅱ型」の介護医療院における多床室の入

所者（療養室の床面積が８㎡/人以上に限る。）が対象。
※ 算定日が属する計画期間の前の計画期間の最終年度（ただし、令和７年８月から令和９年７月までは令和６年度の実績）において、

「その他型」又は「療養型」として算定した月が７か月以上であること。

補足給付の対象ではない方
ご負担いただく額は、施設と利用者の契約により決められています。

ご自身が居住費の引上げの対象になるかは施設にご確認ください。




